
様式第９号 

協  定  書 
 

 福岡市（以下「甲」という。）と             （以下「乙」という。）と
は、福岡市日中一時支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、次のように協定を
締結する。 
 
（事業の実施） 

第１条 福岡市日中一時支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、乙は事
業を実施し、甲はこれに対し給付費を支給する。 

 
（法令等の遵守） 

第２条 乙は、事業の実施にあたり、障害者総合支援法（平成 17年法律第 123号。以下
「法」という。）その他関係法令等、要綱及び甲が業務に関し行う指示等を遵守し、事
業を誠実に履行するものとする。 

 
（給付費の支給） 

第３条 甲は、乙から給付費の請求があったときは、要綱に定める事業内容及び登録基
準等に照らして審査の上、支払うものとする。 

 
（報告等） 

第４条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、報告若しくは帳簿書類その他
の物件の提出若しくは提示を命じ、乙若しくは乙の従業者等に対し出頭を求め、又
は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは乙の事業所に立ち入り、その設備
若しくは帳簿書類その他の物件を検査することができる。 

 
（記録の整備） 

第５条 乙は、要綱に基づくサービスの提供に関して、記録を整備し、サービスを提

供した日から５年間保存しなければならない。 
 
（給付費の返還） 

第６条 甲は、乙が給付費を不正又は不当に請求受領した場合において、甲から給付費と
して交付した金額の一部又は全部の返還を求めることができる。 

２ 乙は、甲から給付費の返還を求められた場合は、速やかに返還しなければならない。 
 
（登録の抹消等） 

第７条  甲は次のいずれかに該当するときは、乙の事業の登録の抹消を行い協定を解除す
ることができるものとする。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲は
その損害の賠償の責を負わないものとする。 
⑴ 乙が、不正に給付費の請求を行ったとき。 

⑵ 乙が、要綱で定める欠格条項に該当するに至ったとき。 
⑶ 乙が、要綱で定める登録基準を満たすことができなくなったとき。 
⑷ 乙が、法その他関係法令等、要綱及び甲が業務に関し行う指示に従って適正な事業
の運営をすることができなくなったとき。 

⑸ 乙が、法その他関係法令等、要綱及び甲が業務に関し行う指示に違反したとき。 
第８条 甲は、福岡県警察本部からの通知に基づき、乙が次の各号の一に該当するとき
は、乙の事業の登録の抹消を行い、協定を解除することができるものとする。この場合
において、解除により乙に損害があっても、甲はその損害の賠償の責を負わないものと
する。 
⑴ 役員等（乙が個人である場合はその者を、乙が法人である場合は、その法人の役員



又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）を代表するもの
をいう。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する団体（以下「暴力団」とい

う。）の構成員（暴対法第２条第６号に規定するもの（構成員とみなされる場合を含
む。）。以下「構成員等」という。）であるとき。 

⑵ 構成員等が経営に事実上参加していると認められるとき。 
⑶ 暴力団又は構成員等に対して、資金的援助又は便宜供与をしたとき。 
⑷ 構成員等であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用しているとき。 
⑸ 暴力団又は構成員等であることを知りながら、その者と下請契約若しくは資材、原
材料等の購入契約を締結したとき。 

⑹ 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的
をもって、暴力団又は構成員等を利用したとき。 

⑺ 役員等又は使用人が個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を
図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は構成員等を利用したと
き、又は暴力団又は構成員等に資金援助若しくは便宜供与をしたとき。 

⑻ 役員等又は使用人が、暴力団又は構成員等と密接な交際又は社会的に非難される関
係を有しているとき。 

 
（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、締結の日から令和 年３月 31日までとする。 
２ この協定有効期間満了日までに、甲、乙双方から協定終了の意思表示がない場合は自
動的に更新するものとする。 

３ 自動的に更新する場合の協定有効期間満了日は、更新前の期間満了日の属する年の翌
年の 3月 31日とする。 

４ この協定の前に、同事業の実施に関し、甲と乙との間で締結している協定は、この協
定の締結日をもって解除するものとする。 

 
  (協議) 

第 10条 この協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義が生じた場合は、甲、乙協議
の上定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名捺印の上、各１通を保

有するものとする。 
 

       年  月  日 
 
      甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号    
          福岡市 
     福岡市長 髙島 宗一郎                印 
    

 
   乙  
 
                           印 
 
 

対象事業所：（名称）                 
      （住所）                 

 



福岡市日中一時支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号。以下「法」という。）第77条に規定する市町村が行う地域生活支援事業として、日

中一時支援事業（以下「事業」という。）を実施し、障がい者及び障がい児（以下「障がい

者等」という。）が、その有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、障がい者等の福祉の増進を図るとともに、障がいの有無に関わらず、

相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与すること

を目的とする。 

 （実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は福岡市（以下「市」という。）とする。 

 （事業内容） 

第３条 居宅においてその介護を行う者が、一時的に介護できない場合に、１月(月の計算は

暦月による。)10回を限度として、障がい者等の日中における活動の場を提供し、入浴、排

せつ及び食事の介護その他必要な支援（以下「日中一時支援」という。）を行う。 

（支給対象者） 

第４条 この事業に係る給付費の支給対象者は、市内に居住する者であって、次のいずれか

に該当するものとする。 

(１) 法第５条第８項の短期入所（以下「短期入所」という。）の支給決定を受けた障がい

者 

(２) 短期入所の支給要件を満たす障がい児 

（支給申請） 

第５条 この事業に係る給付費の支給を受けようとする障がい者又は障がい児の保護者（以

下「申請者」という。）は、福岡市地域生活支援事業給付費支給申請書（様式第１号）を区

長に提出しなければならない。 

 （支給決定等） 

第６条 区長は、前条の申請を受けた場合において、給付費の支給の決定（利用者負担上限

月額の決定を含む。）をしたときは福岡市地域生活支援事業給付費支給決定通知書（様式第

２号）により当該申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前条の申請を受けた場合において、給付費を支給しないことを決定したときは

福岡市地域生活支援事業給付費支給却下決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通

知するものとする。 

３ 前条の申請を受けた場合において給付費の支給を決定する際の利用者負担上限月額は、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10

号）第 17条第１項に規定する額を準用する。ただし、受給者（障がい児の保護者に限る）

が、当該障がい児の里親又は小規模住居型児童養育事業を行う者である場合は無償とする。

その他、市長が別に利用者負担上限月額を定める場合はこの限りではない。 



４ 前条の申請を受けた場合において給付費の支給を決定する際の支給決定期間は、１年と

する。ただし、市長が別に定める場合は、この限りではない。 

５ 前項本文の場合において、支給決定期間の開始日が月の初日以外の場合は、当該開始日

の属する月の末日までの期間に当該月の翌月の初日から１年を加えるものとする。 

６ 次の各号に掲げる場合の支給決定期間満了日は、前２項の規定にかかわらず 当該各号

に定める日とする。 

(１) 第４条第１号に掲げる者が、前項の規定により定める支給決定期間満了日以前に満 

65歳に達する場合 65歳に達する日の前日 

(２) 第４条第２号に掲げる者が、前項の規定により定める支給決定期間満了日以前に 

満18歳に達する場合 18歳に達する日の前日 

７ 区長は、前条の申請を受けた場合において給付費の支給を決定したときは、当該申請者

に地域生活支援事業受給者証（以下「受給者証」という。）（様式第４号）を交付するもの

とする。 

（支給決定の変更） 

第７条 前条第１項の規定により支給決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、区長に福岡市地域生活支援事業給付費支

給変更申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書（様式第５号）を提出しなければな

らない。 

(１) 受給者が管轄行政区内で居住地を変更するとき。 

(２) 受給者の収入等が前年に比して著しく減少し、費用負担が困難になったとき。 

(３) 支給決定の内容を変更する必要があるとき。 

２ 前項の申請を受けた場合の手続きについては、前条の規定を準用する。ただし、この場合

における支給決定期間満了日は変更前の支給決定期間満了日とする。 

（支給量等の変更決定通知） 

第８条 区長は、前条の申請を受けた場合において、支給量等の変更の決定をしたときは、

福岡市地域生活支援事業給付費支給変更決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定

通知書(様式第６号)により、当該申請者に通知するものとする。 

（支給決定の更新） 

第９条 支給決定期間満了後においてもこの事業を利用しようとする受給者は、支給決定期

間満了日の60日前から更新の申請を行うことができる。ただし、第６条第６項に定める場

合は、この限りではない。 

２ 前項の申請に係る手続きについては、第６条の規定を準用する。ただし、支給決定期間

満了日以前に前項の申請があった場合における支給決定期間の開始日は、更新前の支給決

定期間満了日の翌日とする。 

（支給決定の取消） 

第10条 区長は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、支給決定を取り消す

ものとする。 

(１) 利用者が、死亡又は市外へ転居したとき。 



(２) 利用者が、入院等により３か月以上継続して利用しなかったとき。 

(３) その他、利用を不適当と認めたとき。 

２ 前項第２号又は第３号の規定により支給決定を取消したときは、区長は福岡市地域生活

支援事業給付費支給決定取消通知書（様式第７号）により、受給者あてに通知するものと

する。 

（登録） 

第11条 日中一時支援を行う者（以下「日中一時支援提供事業者」という。）としての登録は、

第13条第１項第１号に規定する事業を運営する者の申請により行う。 

(欠格条項) 

第12条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条の規定による登録を行うことができない。 

(１) 第13条第１項の基準（以下「登録基準」という。）を満たしていない者 

(２) 法その他関係法令等、本要綱及び市長が業務に関し行う指示に従って適正な事業の 

運営をすることができないと認められる者 

(３) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から起算して５年を経過しない者 

(４) 法その他関係法令の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

(５) 次条第５項の規定により登録を抹消され、その抹消の日から起算して５年を経過し 

ない者（当該法人の役員又は抹消された事業所の管理者（以下「役員等」という。）であ

った者で当該抹消の日から起算して５年を経過しないものを含む。） 

(６) 次条第５項の規定により登録を抹消され、その抹消の日から起算して５年を経過し 

ていない者と密接な関係を有する者 

(７) 登録の申請前５年以内に、次条第１項第１号に規定する事業に関し不正又は著しく 

不当な行為をした者 

(８) 第３号から第５号まで又は前号のいずれかに該当する役員等が属する者 

 （登録基準等） 

第13条 日中一時支援提供事業者が満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 (１) 法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者（生活介護、短期入所、自立

訓練（機能訓練）又は自立訓練（生活訓練）の事業を行う者に限る。）、児童福祉法（昭

和22年法律第 164号）第21条の５の３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者（児

童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービスの事業を行う者に限る。）、同

法第24条の２第１項に規定する指定障害児入所施設又は医療法（昭和23年法律第 205号）

第１条の５第１項に規定する病院若しくは同条第２項に規定する診療所（以下「本体施

設」という。）であって、登録申請前６月以上サービス提供を良好に行ったと市が認める

ものであること。 

(２) 日中一時支援提供事業者の従業者の総数が、ア又はイに掲げる日中一時支援を提供 

する時間帯に応じ、それぞれア又はイに定める数であること。 

ア 日中一時支援と同時に前項に規定する本体施設のサービスを提供する時間帯 本体



施設の利用者の数及び日中一時支援の利用者の数の合計数を当該本体施設の利用者の

数とみなした場合において、当該施設として必要とされる数以上 

イ 日中一時支援を提供する時間帯（アに掲げるものを除く。） 次の(ア)又は(イ)に掲

げる当該日の日中一時支援の利用者の数の区分に応じ、それぞれ(ア)又は(イ)に定め

る数 

(ア) 当該日の日中一時支援の利用者の数が６以下 １以上 

(イ) 当該日の日中一時支援の利用者の数が７以上 １に当該日の日中一時支援の利 

用者の数が６を超えて６又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(３) 利用者のサービス提供に支障がない設備を有すること（本体施設の設備を利用する 

ことにより、効果的な運営が図られ、かつ、日中一時支援の利用者及び当該本体施設の

利用者のサービス提供に支障がない場合には、当該本体施設の設備を日中一時支援の用

に供することができるものとする。）。 

２ 第11条の登録を受けようとする者は、福岡市日中一時支援事業者登録申請書（様式第８

号）に、次に掲げる事項を記載した書類を添えて、実施事業所ごとに市長に提出するとと

もに、事業の適正な実施のため、市との間で協定書（様式第９号）を締結しなければなら

ない。 

 (１) 本体施設の指定通知書（病院又は診療所にあっては開設届）又は指定更新通知書の写

し 

 (２) 本体施設に係る指定機関の指導結果通知及び改善報告の写し（病院及び診療所は除

く。） 

 (３) 申請前６月の本体施設のサービス提供実績（様式第 10号） 

 (４) 日中一時支援及び本体施設に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態（様式第 11 号） 

 (５) 事業所の平面図及び設備の概要（様式第 12号） 

 (６) 日中一時支援及び本体施設の事業の運営についての重要事項に関する運営規程 

(７) その他登録に関し市長が必要と認める事項 

３ 前項による登録を受けた事業者（以下「登録事業者」という。）は、申請の内容に変更が

生じた場合は、その内容について福岡市日中一時支援事業者登録変更届出書（様式第 13号）

を市長に提出しなければならない。 

４ 登録事業者は、第11条の登録を廃止し、若しくは日中一時支援の提供を休止し、又は再

開したときは、遅滞なく、福岡市日中一時支援事業者再開・廃止・休止届出書（様式第 14

号）を市長に提出しなければならない。 

５ 市長は次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録事業者に係る登録の抹消を行う

ことができるものとする。 

(１) 登録事業者が、前条第３号、第４号又は第８号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(２) 登録事業者が、第１項の登録基準を満たすことができなくなったとき。 

(３) 登録事業者が、法その他関係法令等、本要綱及び市長が業務に関し行う指示に従って

適正な事業の運営をすることができなくなったとき。 

(４) 登録事業者が、その他関係法令等、本要綱及び市長が業務に関し行う指示に違反した



とき。 

(５) 登録事業者が、事業に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

（日中一時支援事業所の運営） 

第14条 日中一時支援事業所の運営については、本体施設の利用者の数及び日中一時支援の

利用者の数の合計数を当該本体施設の利用者の数とみなして、当該本体施設に係る規定の

例による。 

（サービスの利用） 

第15条 受給者は、この事業に基づくサービスの提供を受ける場合は、登録事業者と契約を

締結するものとする。 

２ 受給者が登録事業者に支払うべきサービス利用に要した費用については、利用者負担額

を除いて、市が受給者に支給することとする。ただし、当該支給については、受給者に代

わり、登録事業者に対して支給することができる。この場合、当該費用については、受給

者に対して支給があったものとみなす。 

３ 前項に規定する日中一時支援の利用に要した費用の額は、次の各号に掲げる１日のサー

ビス提供時間の区分に応じ、当該各号に定める単位数として算定した額とする。 

(１) ４時間未満 短期入所の単位数に 100分の25を乗じて得た単位数(１未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。以下この項において同じ。) 

(２) ４時間以上８時間未満 短期入所の単位数に 100分の50を乗じて得た単位数 

(３) ８時間以上 短期入所の単位数に 100分の75を乗じて得た単位数 

４ 第２項に規定する利用者負担額は、前項の規定により算定した額の１割相当額とする。 

５ 前項の利用者負担額とは別に、食材料費等の実費は利用者の負担とする。また、短期入

所の食事提供体制加算対象者の要件を満たさない場合は、食事にかかる人件費相当額も利

用者の負担とする。 

（委任） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別に定めるもの

とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （福岡市発達障がい児日中一時支援事業実施要綱の廃止） 

２ 福岡市発達障がい児日中一時支援事業実施要綱（平成 21年 11月１日制定）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の日前に福岡市介護系地域生活支援事業（移動支援事業及び日中一時支

援事業）実施要綱（平成18年10月１日制定）又は福岡市発達障がい児日中一時支援事業実

施要綱（平成21年11月１日制定）の規定によってした処分、手続その他の行為は、この要

綱の相当規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

   附 則 



 この要綱は、令和２年 10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 


